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101株式報酬費用の未費消分に関する会計処理
１．はじめに
　国際会計基準審議会（International Accounting Standards Board; IASB），
および財務会計基準審議会（Financial Accounting Standards Board; FASB）
における株式報酬取引に関する現行ルール⑴では，「全ての株式報酬取引から
生じるコストを財務諸表に認識すること」（FASB 2004, para.1）という目的の
もと，会計処理が規定されているものの，（a）従業員ストック・オプション
（Employee Stock Option; ESO），（b）株式増価受益権（Stock Appreciation 
Rights; SAR）という決済方法が異なる報酬形態ごとに，異なる会計処理が規
定されている。すなわち，（a）ESO取引に関する会計処理については，ESOを
資本として規定し，ESO付与と同時に発行価額がそのまま資本拠出を確定さ
せるため，それ以降の価格変動は認識されないという会計処理が定められてい
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⑴　米国における ESO 取引に関する現行ルールは Accounting Standards Codification（ASC）
Topic718であるが，本稿で扱う内容に関し，財務会計基準書改正第123号（FASB 2004）から主た
る変更がないため，本稿では，米国の現行ルールをFASB（2004）と表示している。また，改訂国
際財務報告基準第２号（IASB 2009）および FASB（2004）では，報酬目的で付与されていない株
式報酬に関する会計処理も規定されているが，本稿では，報酬目的で付与される株式報酬に関する
会計処理のみを取り扱うこととする。
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る一方，（b）SAR取引に関する会計処理については，SARを負債として規定し，
SAR取引を金融商品取引の一形態ととらえ，毎期，報酬費用の再測定を行う
という会計処理が定められている。また，これらの会計基準設定後，海外にお
ける先行研究や基準設定の場では，ESO取引と SAR取引とは，決済方法の違
いを除いてほぼ同一の経済的実態を有する取引であるという認識のもと，上記
の SAR取引に関する現行ルールをベンチマークとすることにより，ESO取引
についても，ESO費用の相手勘定を負債として規定したうえで SAR取引と同
様の会計処理が行われるべきであるとの提案がなされている（Balsam 1994; 
AAA 2004; FASB 2007など）。
　このように，現在，海外において ESO取引に関する会計処理を検討する際
には，労働サービスの費消にもとづいた費用認識を前提とし，ESO費用を計
上する際の相手勘定，すなわち，貸借対照表における貸方の分類問題が決まれ
ば，ESO取引に関する会計処理の全体を一義的に規定できると考えられてい
る。
　確かに，ESO費用の相手勘定を負債とみるのか，それとも資本とみるのかは，
ESO取引に関する会計処理を規定する重要な一要素であることには間違いな
いが，決済方法が異なるだけで，各期間の報酬費用額や利益額は異なってよい
のであろうか。ESOをめぐる問題は，貸借対照表における貸方の分類問題な
いし資本と利益の区分という視点から検討されることが多い。しかし，その一
方で，株式報酬取引は契約を組み合わせれば決済方法を容易に変更可能である
という報酬に関する取引の一形態であることから，資本会計上の問題以外に
も，株式報酬費用の期間配分をめぐる問題も生み出すと考えられる。
　そこで，本稿では，このような認識のもと，現金給与取引に関する現行ルー
ルと ESO取引に関する現行ルールとの間では，借方側の会計処理について一
部差異が見受けられるが，（1）双方の間でどのような共通点および相違点が存
在するのか，（2）それはなぜか，（3）ESO 取引についても現金給与取引に関す
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る現行ルールと同様の処理を規定することは可能であるのか，という点につい
て検討を行うこととする⑵。主要な会計基準間において，今後，仮に株式報酬
費用の未費消分に関する会計処理が異なることとなれば，株式報酬費用の未費
消分が計上されるか否かにより，株式報酬費用の相手勘定の残高（特にFASB
〔2004〕および IASB〔2009〕においては拠出資本の額）に影響を与える。こ
のような考えのもとでは，株式報酬費用の未費消分に関する会計処理は，重要
な論点となりうるであろう。
　本稿の構成は，以下の通りである。２節では，まず，2. 2にて，現金給与取
引と ESO取引における報酬費用をめぐる現行ルールにおいて，どのような共
通点（交換取引日⑶における報酬費用の測定，および勤務期間にわたる費用配
分）ならびに相違点（貸借対照表上への報酬費用の未費消分の計上の是非）が
存在するのかについて抽出したうえで，2. 3では，ESO取引に関する議論のな
かでも，2. 2において抽出した相違点，すなわち①付与日において報酬費用の
未費消分が前払費用としてオンバランスされるという会計処理ではなく，②報
酬費用の未費消分がオフバランスされるという会計処理が採用されるように
なった経緯を示す。そして，2. 4では，2. 2と2. 3における議論の背景には，収
益と費用を対応させることによる利益算定の手続において生じる見越・繰延項
目の計上に歯止めをかけている資産負債中心観の役割が影響を与えていること
を説明したうえで，2. 5では，本稿における問題の所在について述べる。次に，
３節では，報酬取引のなかでも最も単純なケースである，（前払）現金給与取
引において報酬費用の未費消分がどのように認識されているのか，資産の認識
─────────────────
⑵　以下，株式報酬取引に関する現行ルールのなかでも付与日の対価額にもとづいて報酬費用を測定
する会計モデル（ESOに関する現行ルール）を取り扱うため，株式報酬取引を以下「ESO取引」
と称すこととする。ただし，藻利（2012）においても指摘したとおり，付与日における報酬費用の
測定方法については，SARや選択権付のオプションという他の株式報酬取引にも適用可能である。
⑶　ESO取引では，「交換取引日」については，付与日，権利確定日，および権利行使日など，複数
の候補が考えられうるが，本稿では，ESO取引に関する現行規定と同様，付与日を前提として議
論を行うこととする。
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要件の充足という観点から，確認する。４節では，３節における議論をベンチ
マークに，ESO取引に関する現行ルールにおいて，なぜ前払報酬費用の計上
が認められなくなったのかについて，検討を行う。そして，（1）ESO取引は付
与日時点において，完全未履行契約であること，（2）FASB（1995）設定以降，
現行ルールでは，オプション取引などの一部の完全未履行契約について，契約
時点におけるオンバランス処理が規定され，認識領域が1995年当時より拡大を
みせているものの，ESO契約は，リース取引やオプション取引等オンバラン
ス化されている未履行契約とは異なり，付与日時点で，確定的なコミットメン
ト（firm commitment）ではなく，資産として計上するには不確実性が高いこ
とから，今もなお現行ルールではオフバランス処理が規定されていると解され
ることを指摘する。５節では，株式報酬費用の未費消分についてオンバランス
処理とオフバランス処理のいずれの処理を規定するかに際して問題となってい
る，資産の蓋然性に関する基本思考が異なることにより，異なる現行ルールが
導かれた会計処理の一例として，研究開発費に関する議論が存在することを確
認し，研究開発費に関する議論から株式報酬費用の未費消分に関する会計処理
へのインプリケーションを指摘する。最後に，６節は，本稿の結論と今後の課
題を述べる。
２．報酬取引における借方側の会計処理─問題の所在
2. 1 　ストック・オプション取引における費用認識のタイミングに関する議論
　ESOとは，前述のとおり，「一定の期間にわたって，あらかじめ決定された
価格で，所定の株式を購入する権利を与える契約」（企業会計基準委員会
2003, 1）と定義され，一般的に，報酬の一形態として従業員等に付与される。
そして，諸外国における株式報酬取引に関する現行ルールおよび近年の先行文
献では，株式報酬がオプションの一種であるという考えのもと，貸借対照表に
おける貸方の分類問題から，報酬費用の認識および測定について検討されてい
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るように見受けられる。しかし，ESO取引も報酬取引の一形態であるという
見解に立脚すれば，他の報酬取引と同様，株式報酬費用の認識・測定を，労働
サービスの費消（発生主義）にもとづいて計上し，期中に実現した収益額の獲
得にどれだけの費用を要したのかに着目した費用配分という観点から検討する
必要があるとも考えられる（藻利 2012）。
　そこで，以下，付与日に従業員と企業との間で労働サービスと報酬（ESO）
との交換取引が行われたとの事実認識のもと，付与日の報酬額（ESO価額）
により測定した場合に，前払現金給与取引と ESO取引に関する借方側の現行
ルールについて，どのような共通点および相違点が存在するのかを抽出するこ
ととする。
2. 2　報酬取引に関する現行ルール─借方側の会計処理
2. 2. 1　前払現金給与取引における借方側の会計処理
　2. 1において前述したとおり，現金給与取引において，報酬費用額は，労働
サービスと報酬が交換されたと解される交換取引日に，報酬額（現金支出額）
にもとづいて測定される。そして，一期間のうちに従業員から労働サービスが
提供され，契約した報酬（現金）すべてが支払われるのであれば，当期に測定
された報酬額が報酬費用額として計上されることとなる。その一方で，支払額
が前払い分を含んでいる場合には，費用配分という考えのもと，交換取引日に
測定された報酬費用額を当期費消分と未費消分とに区分することとなる。そし
て，労働サービスの費消に応じて当期に費消された分を報酬費用として認識
し，報酬費用の未費消分を前払費用として繰延計上するという会計処理がとら
れている。
2. 2. 2　ストック・オプション取引における借方側の会計処理
　それに対して，ESO取引に関する現行ルールにおいても，2. 1において前述
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したとおり，交換取引日（付与日）に従業員と企業との間で労働サービスと報
酬（ESO）との交換取引が行われたとの事実認識のもと，付与日の ESO価額
にもとづいて報酬費用額が測定される。そして，一期間のうちに従業員から労
働サービスが提供され，ただちに権利確定条件が満たされるのであれば，付与
日の株価等にもとづいて見積もった価額（ESO価額）がただちに報酬費用額
として計上されることとなる（IASB 2009, para.BC202）。その一方で，報酬額
が前払い分を含んでいる場合には，交換取引日に測定された報酬費用額を当期
費消分と未費消分とに区分し，対象勤務期間にわたる労働サービスの費消にあ
わせて，費用が期間配分される。しかし，その一方，ESO取引に関する現行ルー
ルでは，費用の未費消分の処理について，前払費用としてオンバランス（資産
計上）するという方法ではなく，貸借対照表ではオフバランス処理したうえで
報酬費用額を権利確定期間にわたり徐々に計上するという会計処理がとられて
いる（IASB 2009, paras.14-15; 企業会計基準委員会 2005, ４項）。
2. 2. 3 　現金給与取引とストック・オプション取引の借方側の会計処理におけ
る共通点と相違点
　2. 2では，まず，現金給与取引とESO取引の現行ルールにおいては，借方側
に関する会計処理について，それぞれどのような規定がなされているのかを概
観した。そして，これらの現金給与取引と ESO取引に関する現行規定のもと
では，報酬額が前払い分を含んでいる場合には，報酬費用を報酬が支払われた
期に一括計上するのではなく，労働サービスの費消にあわせて，費用が期間配
分されるという点で共通していることを確認した。
　しかし，その一方，これらの現行規定のもとにおいては，報酬費用の未費消
分に関する処理について，異なる処理が定められていた。すなわち，現金給与
取引ではその未費消分が前払費用としてオンバランス処理される。それに対
し，ESO取引ではその未費消分がオフバランス処理され，当期に労働サービ
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スが提供されたと考えられる部分が，権利確定期間にわたり報酬費用として損
益計算書に徐々に計上される方法がとられている。
　このように，現金給与取引と ESO取引の現行規定では，借方側の会計処理
に関し，労働サービスの費消にあわせて費用を期間配分するという点で共通し
ているため，損益計算書における差異は存在しないものの，報酬費用の未費消
分をオンバランス処理するか否かという，貸借対照表上での処理は異なってい
る。そこで，2. 3では，ESO取引に関する会計基準では，（1）現行，株式報酬
費用の未費消分については資産計上が否定されていたのか，（2）この会計処理
はどのような経緯で設定されたかについて，概観する。
2. 3　株式報酬費用の未費消分に関する会計処理の経緯
2. 3. 1　 米国財務会計基準書第123号公開草案
─報酬費用の未費消分に関するオンバランス処理
　FASBの前身である会計原則審議会（Accounting Principles Board; APB）
により公表された会計原則審議会意見書第25号（APB 1972）では，本源的価
値法にもとづいてESO価額が算定されることにより，ESO価額がゼロとなる
ケースが多く，実質的には費用計上が行われなかったものの，費用が計上され
る場合には，付与日に前払費用が計上されていた⑷。しかし，実質的に費用計
上がなされないAPB（1972）への批判が高まったことによる基準改訂の過程
で公表された財務報告基準第123号公開草案（FASB 1993）では，株式報酬費
─────────────────
⑷　ただし，APB（1972）では，前払費用は資産に計上されるわけではなく，資本控除項目として
取り扱われていた。しかし，FASB（1993）以降の ESOに関する会計基準において，株式報酬費
用の未費消分に関する会計処理については，資産の定義を満たすか否かに焦点をあてて議論が行わ
れており，資本控除法については，税効果会計に関する文脈でのみ議論されている。そして，付与
日に資本控除法を行うことは，付与日に負債の定義を満たさない繰延税金負債を認識することにつ
ながること，また，後述するように，FASB（1995）以降の米国基準では，前払費用は計上されな
いと規定されていることから，前払費用が計上される資本控除法についても棄却したと，FASB
（1995）では述べられている。そこで，本稿では，以上のような経緯をふまえ，株式報酬費用の未
費消分に関する資本控除処理は，取り扱わないこととする。
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用の未費消分について，前払費用として資産に認識されるという会計処理が提
案されていた。そして，FASB（1993）では，このような会計処理を提案した
論拠として，付与日において測定された報酬費用額のうち当期未費消分（前払
費用）は，将来従業員より提供される労働サービスに対して支払われた報酬額
を表すはずであり，報酬費用が生ずる労働サービスが費消され，この前払費用
という資産に埋め込まれた便益が使用されるにつれて，費用として認識される
と考えられるため，と指摘されている（FASB 1995, para.92）。また，このよ
うな考え方は，現金給与取引にも同様にあてはまることが述べられている。
　このように，FASB（1993）では，株式報酬費用の未費消分に関する会計処
理については，現金給与の場合と同様，費用配分という考え方に加え，交換取
引日（付与日）に，発生する可能性の高い将来の経済的便益が存在すると考え
られることから，前払費用として資産計上され，対象勤務期間にわたり繰延処
理されると考えられていたのである。
2. 3. 2　 財務会計基準第123号以降の現行ルール
─報酬費用の未費消分に関するオフバランス処理
　しかし，このようなFASB（1993）の提案に対し，多くの反対意見が寄せら
れることとなった。そのような反対意見は，以下の２つに大別することができ
る。まず，法的サービス，コンサルティング・サービスや，保険サービスに類
する契約における前払手数料では，債務不履行が生じた場合にはしばしば損害
賠償義務を明記されるなど，追加的な金銭負担などの法的制裁が課されること
なく，契約当事者が一方的に契約破棄することはできない（FASB 1995, 
para.93）。このような事実認識のもと，FASB（1995, para.93）では，これら
の契約については，資産の認識要件を満たすと考えられている。それに対して，
ESO契約締結後，従業員は労働サービスを提供せずとも保険サービスのよう
な法的制裁は課されないため，ESO契約においては，労働サービスを提供す
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る義務は存在しないと述べられている（FASB 1995, para.93）。つまり，FASB
（1995）では，株式報酬費用の未費消分がオフバランス処理される理由の１つ
として，契約破棄時における法的制裁が存在しないという点が挙げられてい
る⑸。
　また，FASB（1995, para.94）では，ESO契約では，権利確定期間にわたり
従業員から労働サービスが提供され，権利確定条件を満たしかつその時点では
じめて株式を発行する義務が発生することとなる。このような事実認識のも
と，付与日段階では完全未履行契約であるESO契約が，権利確定期間にわたっ
て従業員が企業に労働サービスを提供することにより，部分履行契約となると
解されている（FASB 1995, para.94）。現行ルールの体系では，取引は，少な
くとも部分的に履行され，部分履行契約となるのをまって財務諸表に記載され
ることとされているため，FASB（1995）では，そのような事実認識のもと，
ESO契約では，労働サービスの提供が開始されるまで，報酬費用は認識され
ないこととされているのである。つまり，FASB（1995）では，株式報酬費用
の未費消分がオフバランス処理されるもう１つの理由として，付与日時点にお
いて ESO契約が完全未履行契約であることから，契約の履行をまって認識が
行われなければならないという点が挙げられているのである。
　このように，FASB（1995）では，付与日に測定した株式報酬費用は，費用
配分という考え方のもと，労働サービスが提供される期間（対象勤務期間）に
わたり配分されるべきであるとされている一方，株式報酬費用の未費消分につ
いては，（a）契約破棄時における法的制裁が存在しないこと，および（b）ESO
契約が付与日時点において完全未履行契約と解されるから，資産の認識要件を
満たさず，貸借対照表に（資産）計上されないことと定められている。以上の
─────────────────
⑸　なお，FASB（1995）では，契約破棄時における法的制裁が存在しないという論拠が，米国財務
会計概念書第６号（FASB 1985）にて示されている資産の定義が有するとされる３つの特徴（発
生可能性の高い将来の経済的便益，資産への排他的な支配，および過去の取引または事象）のうち，
資産に対して排他的な権利を有していないという特徴に合致しないと述べられている。
283
110 早稲田商学第 433 号
経緯により，株式報酬費用の当期費消分については損益計算書上で労働サービ
スの費消に応じて計上されると規定される一方，その未費消分についてはオフ
バランス処理されるという会計処理が規定されることとなり，現在に定着する
こととなったのである。
2. 3. 3　小括─ FASB（1993）と FASB（1995）の共通点と相違点
　2. 3では，ESO取引に関する会計基準では，（1）当初より前払費用の計上は
否定されていたのか，（2）それはなぜかを概観した。そして，FASB（1993）
では，ESO取引における報酬費用の未費消分は，付与日時点において資産の
認識要件を満たすと考えられ，貸借対照表に資産として計上されるという会計
処理が提案されていたことを確認した。それに対して，FASB（1993）に対す
る反対意見が取り入れられ，FASB（1995）において，株式報酬費用の未費消
分は，（a）契約破棄時における法的制裁が存在しないこと，および（b）ESO契
約が付与日時点において完全未履行契約と解されることから，資産の認識要件
を満たさず，貸借対照表にてオフバランス処理されることと考えられており，
現在に定着するにいたっている⑹。
　では，なぜ，報酬費用の未費消分に関する処理について，費用配分という観
点に加え，資産の認識要件という観点が課されているのであろうか。この点に
ついては，以下，論じることとする。
─────────────────
⑹　以上の会計基準設定の経緯に対して，ESOに関する先行研究では，株式報酬費用の未費消分に
関する会計処理について，必ずしも統一的な見解は存在しないようである。すべての先行研究にお
いて株式報酬費用の未費消分に関する明示的な記述が存在しているわけではないが，古くはDilla-
vou（1945）など，また近年ではKaplan and Palepu（2004）や Ohlson and Penman（2005）をは
じめとする一部の先行研究においては，ESO取引においても前払費用が計上されるという会計処
理が提示されている。ただし，多くの先行研究では，株式報酬費用の未費消分に関する処理につい
て，その論拠が示されていない。
　　このように，ESOに関する先行研究では，会計基準とは異なり，株式報酬費用の未費消分に関
する処理について，統一的な見解も示されておらず，また，その処理が提案された論拠についても，
明示されていないのである。
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2. 4　収益費用中心観の相互補完的な役割としての資産負債中心観
　前述のとおり，株式報酬費用の未費消分に関する会計処理をめぐっては，費
用配分という観点を前提としたうえで，資産の認識要件の充足という観点が争
点となってきたことを確認した。この２つの観点は，収益費用中心観と資産負
債中心観との関係性から影響を受けていると考えられる。ここで，収益費用中
心観とは，適切な期間損益計算を重視し企業の成果である収益とそのために生
じた犠牲である費用とを対応させることで利益を算定するという考え方であ
る。それに対して，資産負債中心観とは，資産・負債という２つの構成要素を
厳格に定義することにより，利益を算定する考え方である。この点について，
辻山（2007a, 34-35）および辻山（2007b, 141-142）に依拠して説明を行うこと
とする。
　これらの文献においても指摘されているように，この２つの中心観の関係性
については諸説存在するが，本来，資産負債中心観は，収益費用中心観の補完
的な役割として導入された考え方であったとされる。すなわち，収益費用中心
観のもとでは，適正な期間損益計算，すなわち収益と費用との対応を行うこと
により利益を算定するという観点から，収益および費用の期間配分を行う際に
は多くの見越・繰延項目が計上されることにより，財務諸表作成者の恣意性が
混入する。それに対して，資産負債中心観のもとでは，その定義に合致する項
目のみが，資産の部または負債の部に計上されることとなる。このような考え
のもと，資産負債中心観は，収益費用中心観にもとづいて利益計算を行う際，
資産や負債の定義に合致するか否かにより，収益および費用の期間配分におい
て多くの見越・繰延項目が計上させることにより生じる恣意性に歯止めをかけ
るという目的で，採用されたと考えられているのである。
　前述の会計基準に関する整理と，以上の文献にて指摘されている状況にてら
してみると，株式報酬費用の未費消分に関する処理については，少なくとも費
用配分という観点からは，付与日に測定される報酬費用額を，労働サービスの
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費消に伴って，その当期費消分については損益計算書に計上し，その費消分に
ついては前払費用として処分する方法が想定されうる。しかし，現行ルールの
体系では，資産負債中心観のもとで資産の認識要件が課されており，その要件
を充足するか否かという見解の相違により，未費消分をオンバランス処理する
かオフバランス処理するかという異なる処理が規定されていると考えられるの
である。
2. 5　問題の所在
　２節では，現金給与取引および ESO取引の現行ルールにおける借方側に関
する会計処理について，どのような共通点と相違点が存在するか，ESO取引
に関する会計基準では当初より現金給与取引に関する現行ルールと異なる処理
が考えられていたのかについて述べた。まず，2. 2では，現金給与取引とESO
取引の現行ルールでは，借方側の会計処理について，費用の期間配分という考
えもと，株式報酬費用の当期費消分を，労働サービスの費消にあわせて費用を
期間配分するという点で共通しているものの，その未費消分に関する貸借対照
表上での処理は異なっていることを確認した。そして，2. 3では，株式報酬費
用の未費消分について，FASB（1993）ではオンバランス処理（付与日におけ
る前払費用の計上）が提案されていたものの，（a）ESO取引では付与日時点で
従業員から労働サービスが提供される義務はなく，契約に法的拘束力がないこ
と，（b）ESO取引が付与日時点において完全未履行契約であること，という多
くの反対意見が寄せられ，FASB（1995）以降，現在のオフバランス処理が規
定され，その後議論されることなく，現行ルールに定着されるにいたっている
ことを述べた。
　さらに，2. 4では，報酬費用の未費消分に関する処理が，（A）現金給与取引
に関する現行ルールと ESO 取引に関する現行ルール，（B）FASB（1993）と
FASB（1995）以降の会計基準との間で異なっている理由として，資産負債中
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心観が導入された経緯を取り上げた。そして，株式報酬費用の未費消分に関す
る処理については，少なくとも費用配分という観点からは，前払費用として処
理する方法が想定されうるものの，利益計算において多くの見越・繰延項目が
計上されることにより生じる恣意性に歯止めをかけるという目的で採りいれら
れたとされる資産の認識要件を充足するか否かという見解の相違により，異な
る処理が規定されていると考えられることを確認した。
　しかし，以上のような状況は，FASB（1995）において指摘されている（a）
および（b）の論拠が資産の認識要件のうちのどの要件に抵触するのか，必ずし
も明らかではない。また，1998年に財務会計基準書第133号（FASB 1998）が
規定され，未履行契約であるデリバティブ取引がオンバランス化されるなど，
近年，FASB（1995）設定時より会計の認識領域が拡大したとされる。このよ
うな状況にもとづけば，ESO取引について，今でも1995年当時の議論が成り
立ちうるのかについても，必ずしも明らかではない。
　FASB（1984）によれば，資産の認識要件として，定義の充足（発生可能性
の高い将来の経済的便益，資産への排他的な支配，および過去の取引または事
象），測定可能性，レリバンス，および信頼性の４点が存在する。では，
FASB（1995）において指摘されている（a）および（b）の論拠は，どのような意
味をもち，どの要件に抵触するのであろうか。また，1995年当時より会計認識
領域が拡大したとされる現在においても，FASB（1995）の議論は成り立ちう
るのであろうか。以上のような問題意識のもと，株式報酬費用の未費消分に関
する会計処理について検討を行うこととする。
３．現金給与取引における報酬費用の未費消分に関する会計処理
3. 1　交換取引の認識─契約の履行
　本節では，株式報酬取引における報酬費用の未費消分に関する会計処理につ
いて検討するに先立ち，同じ報酬のなかでも最も単純なケースである現金給与
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取引における報酬費用の未費消分に関する会計処理について検討を行う。
　企業活動を行う際の報酬形態として，現金給与，ESO，および SARなど，
さまざまな形態が存在するが，どの報酬取引においても，企業は，従業員との
間で報酬と労働サービスとの交換（取引）を行っている。多くの先行研究でも
述べられているように，この「交換（取引）」という行為は，報酬取引以外に
も企業の経済活動の多くを占めているとされる（Paton and Littleton 1940, 11; 
中島訳 1958, 18; 井尻 1968, 111など）。そして，交換取引において発生した収
益および費用は，交換時の対価額（取引価額）により測定され，事実（交換取
引）の因果関係が財務諸表の構成要素である資産・負債・資本・収益・費用に
分類かつ認識されることとなっている（Paton and Littleton 1940, 11; 中島訳
1958, 18など）。
　ただし，法律上では，一般的に，この交換取引について，①履行と履行の交
換取引，②約束と履行の交換取引，および③約束と約束の交換取引という３つ
が存在するとされるが⑺，会計上，その認識については，伝統的に，契約当事
者の少なくとも片方が契約を履行したことが契機となるとされる（Creamer 
and Neyhart 1994; 西澤 1992; 石井 2009など）。すなわち，①の履行と履行の
交換取引，および②の約束と履行の交換取引がオンバランス取引とされる一
方，③の約束と約束の交換取引は，伝統的には，オフバランス取引として，認
識の対象とされてこなかったのである⑻。このような規定が設けられているの
は，履行の見込みが不確実であって，双方が未履行の段階にある取引を財務諸
表上認識することは，投資家に誤った情報を伝えることにつながりうるため，
伝統的に禁止されているためとされている（企業会計基準委員会 2006, 第４章
─────────────────
⑺　なお，ここで「履行」とは，財サービスの引渡し行為が現在行われていることをさし，「約束」
とは，ある行為が将来に行われることをさすとされる（西澤 1992, 145）。
⑻　なお，契約法上における未履行契約と履行契約との区分は，会計上のそれとは異なっている。契
約法上では，履行と履行の交換取引のみが履行契約とされ，履行と約束の交換取引および約束と約
束の交換取引は未履行契約とされている（西澤 1992）。
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３－４項など）⑼。
　そこで，このような考えのもと，現金給与取引においては，報酬費用の未費
消分について，どのように認識されているのか，以下，検討することとする。
3. 2　現金給与取引における報酬費用の未費消分に関する会計処理
　現金給与取引とは，企業が報酬として現金を支払う代わりに労働サービスを
受領する取引である。この現金給与取引において，報酬費用額は，労働サービ
スと報酬が交換されたと解される日に，報酬額にもとづいて測定される⑽。
　そして，現金給与取引のうち，前払いで報酬が支払われる場合には，契約が
締結され，企業より前払いにて報酬が支払われたのち，複数期間にわたり労働
サービスが提供されることとなる。このような取引においては，交換取引日（報
酬支払日）に，企業側は，労働サービスの提供に先立って従業員に報酬（現金）
を支払うことで契約を履行する一方，従業員側は，将来労働サービスを提供す
る義務を負うこととなる。そのため，この取引は，交換取引日において，履行
と約束の交換取引にあたり，給与支払日に企業によって契約が履行されている
と考えられる。このような見解に立脚すれば，この取引は，履行の見込みがほ
ぼ確実であり，将来の経済的便益が発生する蓋然性も高いと解されることか
ら，報酬費用の未費消分が，貸借対照表の資産の部に，前払費用として認識さ
れることとなるであろう。
　このように，現金給与取引では，交換取引日に，契約が部分的に履行されて
─────────────────
⑼　なお，完全未履行契約の認識が伝統的に禁止されてきた他の論拠としては，（a）完全未履行契約
から生じる権利および義務は等価であるため，計上しても純額はゼロとなり相殺されてしまうとい
う考えのもと，財が利用可能な状態になるまでは自己資本額に影響を及ぼさないとする見解や，（b）
完全未履行契約は，約束と約束の交換であり，価値が事実上交換されていないため，契約当事者の
資産や持分には影響を及ぼさず，取引が行われていないとする見解が存在するとされる（石井
2003, 22; 茅根 1998, 173-174; Cramer and Neyhart 1979; Jonson and Storey 1982）。
⑽　「交換（取引）」においては，通常，費用は発生しないが，労働サービスは，その資産の性質上，
貯蔵することができず，直ちに費消される。そのため，従業員が契約を履行することにより提供さ
れた労働サービスが，費消されるに伴って費用が発生することになる（藻利 2012, 140）。
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いることから，契約が履行される可能性が高いと解されるため，（労働サービ
スの費消に応じて当期に費消された分は報酬費用として認識され，）報酬費用
の未費消分は前払費用としてオンバランス処理されるという会計処理がとられ
ている。
４．株式報酬費用の未費消分に関する会計処理
4. 1　報酬取引の一形態としての株式報酬取引に固有の特徴
　３節では，現金給与取引の現行ルールにおける報酬費用の未費消分に関する
会計処理について取り扱った。3. 1において確認したとおり，従来，財務諸表
の構成要素は，契約の履行に伴って財務諸表上に認識されることとなっている
が，現金給与取引においては，企業から従業員に報酬として現金が支払われる
ことにより契約が履行されるだけでなく，給与が不払いの場合には法的制裁が
課され⑾，契約に法的な強制力が存在することから考えてみても，将来の経済
的便益が発生する蓋然性が高く，取引日に報酬費用の未費消分が資産計上され
る処理には議論が分かれることは少ないと考えられる。
　それに対して，ESOは，現行ルールでは労働サービスの対価として支払わ
れる報酬ではあるものの，それと同時に，「（失効の可能性を有している一方，）
一定の条件を満たした場合に株式を得られる権利」でもある。このような事実
認識のもと，３節における現金給与における議論をベンチマークに，株式報酬
費用の未費消分に関する会計処理について検討すると，どのような会計処理が
導出されうるのであろうか。そこで，本節では，（a）FASB（1993）と，（b）
FASB（1995）以降の会計基準において，どのような考え方にもとづいて株式
報酬費用の未費消分が会計処理されているかを取り上げ，その論拠の違いを整
─────────────────
⑾　なお，日本では，労働基準法24条においても規定されているように，現金給与取引をはじめとす
る雇用契約において現金給与が不払いの場合には，契約違反や債務不履行となるだけではなく，刑
罰の対象となるほど厳しい罰則が設けられることにより，給与の支払いを義務付けているとされ
る。
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理・分析することとする。
4. 2　株式報酬費用の未費消分に関するオンバランス処理
　ESO取引は，現行ルールにおいて，「報酬支払日（付与日）に，企業が非金
銭報酬である ESOを支払う代わりに労働サービスを受領する取引」であると
される⑿。この取引において，報酬費用額は，労働サービスと報酬が交換され
たと解される報酬支払日（付与日）に，報酬額（ESO価額）にもとづいて測
定される。
　ここで，ESO取引が複数期間にまたがるとすると，ESO契約が締結され，
付与日に企業より前払いにて報酬（ESO）が支払われたのち，複数期間にわた
り労働サービスが提供されることとなる。FASB（1993）では，このような
ESO取引は，他の（前払いの）報酬取引とは変わらず，付与日に，企業側は，
労働サービスの提供に先立って，従業員に非金銭報酬である ESOを付与する
ことにより，契約を履行する一方，従業員側は，将来労働サービスを提供する
ことに合意していると考えられる。そして，このような考えのもと，この取引
は，付与日において，企業によって契約が履行されていると解されることから，
履行と約束の交換取引にあたると考えられている（FASB 1993, para.65）。ま
た，FASB（1993）では，通常のオプション取引も取引日にオンバランス化さ
れているという論拠を付け加えたうえで，ESO契約は，付与日段階で，履行
の見込みがほぼ確実であり，将来の経済的便益が発生する可能性も高いと解さ
─────────────────
⑿　なお，このような見解は，日本の会社法においても見受けられる。日本の会社法において，報酬
としてのESOは，「額が確定している報酬」（会社法361条１項１号）であり，かつ「金銭ではない
報酬等」（会社法361条１項３号）であるとされている（江頭 2011, 425）。そして，企業会計基準委
員会（2005）では，付与日における新株予約権（ESO）の公正価額を，対象勤務期間の費用として
認識しなければならないという会計処理が，以下のように説明されている。すなわち，ESO取引は，
企業が従業員に対し付与日における ESOの公正価額と同額の現金報酬を支払ったうえで，その現
金を従業員から企業に払い込ませることにより新株予約権の割当を受けたという取引と等しいとい
う説明である（江頭 2011, 424-425）。
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れていることから，報酬費用の未費消分が，前払費用として認識されると論じ
られている。
　このように，FASB（1993）では，ESO契約は，付与日に，契約が部分的に
履行されていることから，契約が履行される蓋然性が高いと解されるため，（労
働サービスの費消に応じて当期に費消された分は報酬費用として認識され，）
報酬費用の未費消分は前払費用としてオンバランス処理されるという会計処理
がとられている。
　それに対して，はたして，ESO取引に関する現行ルールでは，ESOは単な
る非金銭報酬とみなされているのであろうか。そこで，以下では，FASB（1995）
以降の会計基準における，株式報酬費用の未費消分に関する会計処理について
検討することとする。
4. 3　株式報酬費用の未費消分に関するオフバランス処理（1）─契約の未履行
　ESO契約は，一定の条件を満たした場合に，株式を得られる権利（コール・
オプション）を得られる契約であるが，そもそも，コール・オプションとは，
将来のある一定時点またはそれまでの一定期間に，あらかじめ定められた価格
で原資産を購入する権利である。そして，通常のコール・オプション契約は，
将来に一方の契約当事者が対価を支払うことにより，他方の契約当事者が原資
産を提供するという契約であるため，取引時点において契約は履行されておら
ず，完全未履行契約であるとされている。
　このような事実認識のもと，オプション取引の一種であるとも考えられる
ESO取引（契約）について検討してみると，この取引において，従業員は，
付与日に契約を締結後，労働サービスが提供され権利が確定してはじめてコー
ル・オプション（新株予約権）が得られることになり，さらに，権利確定後に
権利が行使されることにより，原資産である株式を獲得することとなる。この
ような見解に立脚すれば，ESO契約は，通常のオプション取引と同様，付与
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日時点では完全未履行契約（約束と約束の交換取引）であると考えられる。そ
のため，FASB（1995）では，ESO取引は，付与日よりのちの従業員の労働サー
ビスの提供をまって，財務諸表上に認識されるべきであると解される。これが，
FASB（1995）の見解である。
　しかし，FASB（1995）設定後，デリバティブ取引をはじめとする一部の未
履行契約について，契約時点で貸借対照表に計上するという現行ルールが規定
され，貸借対照表における認識範囲が拡大している。そして，通常のオプショ
ン取引についても，現行ルールのもとで，オンバランス処理されることと規定
されている。そのような状況のもと，FASB（1995）において規定されている
オンバランス処理に関する議論は，現在も成り立ちうるのであろうか。この点
について，以下，検討を行う。
4. 4　 株式報酬費用の未費消分に関するオフバランス処理（2）
─確定的なコミットメントの有無
　伝統的に，契約はその履行をまってから認識すべきと考えられていたが，近
年，企業活動の多様化によりさまざまな契約が取り交わされ，契約自体も多様
化されるにつれ，以下のような見解が論じられるようになってきた。すなわち，
「多額の違約金を支払わずに解約できる場合を除いて，企業は契約に拘束され
るから，企業から生じる権利と義務は，貸借対照表に表示されている資産と負
債と同じ程度に確実かつ重要なもの」（田中 1991, 56）と解されるとする考え
方である。そして，このような見解に立脚し，（オフバランス）取引の認識に
ついて，契約が履行されてから認識するのではなく，契約時点にて認識すべき
と論じられているのである（Wojdak 1969; 井尻 1975; Ijiri 1980; Johnson and 
Storey 1982; 田中 1991など）⒀。
─────────────────
⒀　このような議論は，契約会計と呼ばれることがある。
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　このように，以上のような見解が論じられている先行研究では，契約の履行
が厳しい法的制裁（違約金の支払い）なしに回避できない場合⒁には，契約は
確定的なコミットメントであるとされ，貸借対照表に計上されている資産およ
び負債と同様に確実性の程度（蓋然性）が高い項目という事実認識のもと，契
約時点で，契約から生じる権利が資産として認識されるべきと考えられてい
る⒂。
　このような考えを前提に通常のオプション取引を検討すると，以下の通りに
なると考えられる。すなわち，当該取引においては，契約を締結することによ
り，買い手は，契約にてあらかじめ定められた対価額を支払う代わりに，オプ
ションを取得するのに対し，売り手は，対価を受領する代わりに，オプション
を付与することとなる（中央新光監査法人編 1991, 109）。そして，買い手は，
オプションを行使するか，失効させるかという意思決定を自由に選択しうるの
に対し，売り手は，買い手が権利行使を選択すれば，株式を交付する義務を有
しており，また，権利行使時に株式を交付しなければ，売り手に対して法的制
裁が課されることとなる（中央新光監査法人編 1991, 109）。このような見解に
もとづくと，通常のオプション取引において，契約時にて確定的なコミットメ
ントが存在し，契約が履行される可能性が高いと解されることから，契約時点
で，権利および義務は，貸借対照表上にて認識されると考えられる。
　それに対して，ESO契約について同様に検討をすると，以下の通りになる
であろう。すなわち，労働サービスが提供されかつ権利が確定してはじめて
コール・オプション（新株予約権）が得られることから，権利確定後において
─────────────────
⒁　Miller and Islam（1988, para.5.06）では，確定性の概念が，法的制裁（法的な強制力）だけでは
なく，経済的・社会的・政治的な強制力についても認めるべきであると述べられている。なお，報
酬契約は一般的に債務不履行である場合には法的制裁が課されること，また，FASB（1995）では
法的制裁について取り扱われていることから，本稿では，主に法的な強制力を取り扱うこととする。
⒂　なお，このような見解のもと，契約から生じる権利が資産として認識される例として，解約不能
のリース取引がしばしば取り上げられている。
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は，企業側は，株式を交付する義務を有しており，また，権利行使時に株式を
交付しなければ，企業に対して法的制裁が課される。このような点を与件とす
ると，ESO取引では，権利確定後においては，確定的なコミットメントが存
在すると考えらえる。
　しかし，権利確定日以前の対象勤務期間においては，従業員は労働サービス
を提供せずとも法的制裁は課されず，また，企業は従業員に対して株式を交付
する義務も存在しない。そのため，付与日段階では，ESO契約は確定的なコミッ
トメントとはいえないと考えられる。このように，FASB（1995, para.93-94）
では，一部の未履行契約がオンバランス処理されている現状をふまえ，4. 2に
おける完全未履行契約に関する論拠に加え，ESO契約は付与日時点で確定的
なコミットメントではなく，資産として認識するには蓋然性が低いとの論拠か
ら，株式報酬費用の未費消分について，オフバランス処理が要請されていると
考えられる。
4. 5　小括
　本節では，３節にて検討した現金給与における報酬費用の未費消分に関する
会計処理の議論をベンチマークに，株式報酬費用の未費消分に関する会計処理
を検討した。そして，以下のことを確認した。① ESOを単なる非金銭報酬と
解せば，付与日に従業員に非金銭報酬が支払われ，取引が履行される可能性が
高く，将来の経済的便益が発生する可能性も高いと考えられることから，現金
給与の場合と同様，前払費用が計上されうること，②それに対して，ESOは
報酬として付与日に支払われているもののその中身は権利であると解せば，
ESO取引は付与日時点で完全未履行契約であるため，また，③ESO取引では
付与日から権利確定日にいたるまで確定的なコミットメントは存在しないと考
えられるため，付与日時点では資産として認識するには蓋然性が低いと解され
ることからもオンバランス処理が否定されることである⒃。
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　以上のような検討結果にもとづけば，IASB，FASB，および企業会計基準
委員会の資産認識に関する考え方は一致しており，資産となりうる蓋然性を厳
格にとらえ，ESOに関する現行ルールが規定されているように見受けられる。
しかし，近年では，資産の認識要件を緩やかにとらえ，その要件を充足した項
目を積極的に資産計上する動きがある。では，なぜ近年，資産の認識要件を緩
やかにとらえる動きが生じているのであろうか。蓋然性がどの程度厳格にとら
えられるかにより異なる会計基準が導出され，近年も基準設定の場において議
論されている会計処理の一例として，研究開発費が存在する⒄。そこで，研究
開発費に関する議論を確認し，研究開発費の会計処理に関する議論から株式報
酬費用の未費消分に関する会計処理へのインプリケーションを指摘する。
５． 研究開発費に関する会計処理
─オフバランス処理とオンバランス処理
5. 1　研究開発費をめぐる会計問題
　米国財務会計基準書第２号（FASB 1974）設定以前のアメリカ，および「研
究開発費等に係る会計基準」（企業会計審議会1999b）設定以前の日本におい
ては，研究開発費について，収益と費用を対応させ期間損益計算を行う観点か
ら繰延資産計上が容認されてきた。しかし，資産負債中心観が取り入れられ資
産の認識についてより制約がかけられるなかで，アメリカではFASB（1974）
において，日本では企業会計審議会（1999b）において，即時費用計上すると
いう会計処理が要請され，現在に至っている。それに対して，IASB では，国
─────────────────
⒃　野口（2006）においても，株式報酬費用の未費消分に関する会計処理について，「問題は，前払
報酬の資産としての確実性の程度である」（野口 2006, 132）との記述が存在する。
⒄　なお，研究開発費に関する議論は，資産として認識する（オンバランス処理）か，費用として即
時に認識する（オフバランス処理）かにより，期間利益の金額が異なっている点で，株式報酬費用
の未費消分に関する会計処理と異なっているものの，資産の認識について議論する際の基本思考は
共通していると解される。
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際会計基準第38号（IASB 1998）において，一定の要件を満たした開発費を資
産計上するという会計処理が定められている。
　そこで，（1）FASB，企業会計審議会（企業会計基準委員会⒅），および
IASB では，それぞれどのような基本思考にもとづいて会計処理が規定され，
その後どのような議論が行われているのか，（2）研究開発費に関する議論が，
ESOに関する会計モデルにもたらすインプリケーションとはどのようなもの
か，以下，検討する。
5. 2　研究開発費に関する現行ルールと近年の動向
5. 2. 1　 貸借対照表上におけるオフバランス処理（即時費用処理）
─米国財務会計基準書第２号および「研究開発費等に係る会計基準」
　研究開発費について，FASB（1974）および企業会計審議会（1999b）では，
支出した期に全額費用処理するという会計処理方法が要請されている（FASB 
1974, para.12; 企業会計審議会 1999b, 三）。「研究開発費等に係る会計基準の設
定に関する意見書」（企業会計審議会 1999a）にもとづくと，このような会計
処理が要請されているのは，以下のような理由によるとされる。すなわち，（a）
企業が研究開発を行うため投資したとしても，現金を支出し費用が発生した時
点において，研究開発が成功し将来の収益が獲得できるかは確実ではなく⒆，
また（b）一定の要件を満たす研究開発費について一部資産計上を要請する場
合，客観的な判断基準を規定することが困難であることから，抽象的な要件の
もとで企業間の比較可能性が損なわれることを防ぐため，とされている（企業
会計審議会 1999a, 三の２）。
　このように，FASB（1974）および企業会計審議会（1999b）では，資産の
─────────────────
⒅　日本における研究開発費に関する現行ルールを規定したのは，企業会計審議会であるが，企業会
計基準委員会の設立後，研究開発費に関する会計基準が改訂されていないことから，企業会計審議
会と企業会計基準委員会における資産の認識に関する基本思考は，大きくかわっていないと推察で
きる。
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認識要件を厳格に適用し，資産として確実な項目のみを認識することにより，
研究開発費は貸借対照表上でオンバランス処理されることなく，損益計算書上
のみで処理されることと規定されている。
　このFASB（1974）における会計処理について，中村（1997, 53-55）や藤田
（2012）などでは，「不確実要素が存在する場合には純資産および純利益が控え
目に計上される」（中村 1997, 60）という保守的な会計思考が採りいれられて
いると述べられている。研究開発活動は，その活動により投下資金を回収でき
るかは定かではなく，将来の経済的便益が生じるかについても不確実性が高
い。このような事実認識のもと，FASB（1974）および企業会計審議会（1999b）
では，企業が活動を継続するに際し，将来発生しうるリスクに備えて企業の経
営成績および財政状態を慎重に把握することは，不確実な項目を認識すること
により投資家に誤った情報を伝えることよりも害が少ないという，将来の収益
獲得に関する蓋然性に対して懐疑的な考え方から，全額費用処理が要請されて
いると考えられる（中村 1997, 60）。
　また，Miller and Islam（1988, para.4.23）では，このオフバランス処理が意
味するものについて，以下のような見解が述べられている。すなわち，すでに
─────────────────
⒆　FASB（1974）では，（a）の理由について，以下の５つの視点からより詳細な検討がなされている。
（a-1 ） 個々の研究開発プロジェクトにおける将来便益については一般的に不確実性が高いこと
（FASB 1974, paras.39-40），
（a-2 ） 研究開発費と研究開発投資により生じた収益との間の直接的な因果関係は，通常事後的に
検証するさえ困難であること（FASB 1974, para.41）
（a-3 ） 研究開発費は，発生時にその経済的便益が不確実であることから，APB Statement 第４
号における経済的資源の定義を満たさず，資産として認識できないと考えられること
（FASB 1974, paras.42-46）
（a-4 ） 「対応」を最も狭義に，「原因と結果にもとづき，収益と費用を関連させる過程」ととらえ，
APB Statement 第４号における原価を費用として認識する際の一般的な規準（「原因と結果
の関連」，「体系的で合理的な配分」，および「即時認識」）を用いて，研究開発費に関する会
計処理方法を検討したとしても，（a-2）のような理由から，「即時認識」が導出されると考え
られること（FASB 1974, paras.47-49）
（a-5 ） （a-2）で述べられているように，研究開発費は，将来の経済的便益との関連が実証できな
い以上，財務諸表利用者が企業価値を評価する際に有用な情報とは考えにくいこと（FASB 
1974, para.50）
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支出が存在しているとしても，決算時点で将来の経済的便益が生じる可能性が
高くないと解される場合には資産は認識されないが，このことは，経営者の研
究開発投資が誤りであったことや，研究開発投資が将来の経済的便益を生み出
さないことを意味するのではなく，単に入手可能な証拠により，資産として認
識するに足る確証が得られなかったにすぎないという指摘である。
　このように，FASB（1974）および企業会計審議会（1999b）では，資産と
して認識するに足る確証が得られない項目を貸借対照表で認識することは，投
資家に役立つ情報提供という目的のもと，投資家に誤った情報を伝えることに
つながりうるとの考えにもとづいて，資産の蓋然性について厳格にとらえられ
ている。
5. 2. 2　貸借対照表上におけるオンバランス処理（無形資産処理）
①　一部無形資産処理─国際会計基準第38号
　それに対して，IASB（1998）は，FASB（1974）および企業会計審議会
（1999b）とは異なり，無形資産を包括的に取り扱った会計基準である。この
IASB（1998）において，無形資産は，「（a）資産に起因する，期待される将来
の経済的便益が企業に流入する可能性が高く，かつ，（b）資産の取得原価を，
信頼性をもって測定することができる」（IASB 1998, para.21）場合に認識しな
ければならないとされている。つまり，前述の（a）定義と（b）測定可能性を規
準に，無形資産は認識される。そして，研究開発費については，研究費は，研
究活動が将来の収益獲得に結び付く可能性が低く，資産が将来の経済的便益を
創出する不確実性が高いため，（a）の要件を満たさないとされることから，発
生時に費用処理が要請されている（IASB 1998, para.54）。一方，開発費は，研
究局面よりも進んでいる段階の支出であることから，資産の認識要件を満たす
と立証できる可能性が高いと解されるため，一定の条件⒇を満たす開発費につ
いて，無形資産計上することが強制されている（IASB 1998, paras.57-58）。
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②　全額無形資産処理─国際会計基準第38号後の IASB の議論
　IASB の基準設定の場では，IASB（1998）の設定後も，研究開発費も含め
た無形資産に関する会計処理について議論が行われている。そのなかでも，「無
形資産プロジェクト」を IASB の審議プロジェクトとして追加すべきかについ
て検討された無形資産に関するアジェンダ・ペーパー（IASB 2007）では，こ
の IASB（2007）においては，結論をいたるまでの議論において，IASB（1998）
の会計処理についてさまざまな議論が行われている。まず，IASB（2007）では，
FASB（1974）および企業会計審議会（1999b）と同様，IASB（1998）のよう
な一定の条件を満たした開発費のみを無形資産に計上するという会計処理が，
企業の比較可能性を損なうと考えられている21。しかし，研究開発費をはじめ
とする無形資産の認識範囲については，他の基準とは異なり，資産の定義およ
び認識要件を充足する無形資産（IASB〔1998〕において未認識とされている
自己創設の無形資産）の認識を含め，資産をより網羅的に貸借対照表に計上す
べきと考えられている（IASB 2007, para.48）。なお，このような会計処理が検
討された理由としては，以上のような問題点により，財務諸表利用者が企業の
経営成績および財政状態の評価にとって有用な情報を入手することができず，
特に無形資産集約企業にとっては企業価値を過小に見積もられることにより，
─────────────────
⒇　なお，「一定の条件」とは，以下の６つを指すとされる。
「（1） 使用または売却できるように無形資産を完成させることの，技術上の実行可能性
（2） 無形資産を完成させ，さらにそれを使用または売却するという企業の意図
（3） 無形資産を使用または売却できる能力
（4） 無形資産が蓋然性の高い将来の経済的便益を創出する方法
 特に，企業は，無形資産による産出物もしくは無形資産それ自体の市場の存在，または，無形資産
を内部で使用する予定である場合には，無形資産が企業の事業に役立つことを立証しなければなら
ない。
（5） 無形資産の開発を完成させ，さらにそれを使用または売却するため必要となる，適切な技術
上，財務上およびその他の資源の利用可能性
（6） 開発期間中の無形資産に起因する支出を，信頼性をもって測定できる能力」
（IASB 1998, paras.57-58）
21　このような見解は，IASB（2007）のほか，企業会計基準委員会（2008）や SEC（2011）などで
も示されている。
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不十分な情報にもとづいた投資が行われる可能性や，インサイダー取引を引き
起こす可能性があるためと述べられている（IASB 2007, para.48）。
　また，IASB（1998）において未認識とされている自己創設の無形資産を認
識するための追加的な論拠としては，IASB（1998）において定められている
無形資産に関する会計処理が，自家建設の有形固定資産に関する会計処理およ
び企業結合時の無形資産に関する会計処理と整合的に会計処理されていないと
いう点が取り上げられている（IASB 2007, para.48）。さらに，企業結合時か否
かに関係なく無形資産は認識ではなく開示によって処理すべきであるという反
論については，現行の国際財務報告基準第３号（IASB 2008a）における会計
処理と首尾一貫しないうえ，貸借対照表上で資産が網羅的に計上されなくなる
との見解が示されている。
　このように，IASB（1998）設定後の IASBの議論においては，FASB（1974），
企業会計審議会（1999b），および IASB（1998）より資産の確実性の程度につ
いて緩やかにとらえられ，貸借対照表上で資産を網羅的に取り扱うべきと考え
られているのである。
5. 2. 3　小括─研究開発費に関する議論のまとめ
　5. 2では，FASB（1974）および企業会計審議会（1999b）では即時費用処理
が，IASB（1998）では一部資産計上がそれぞれ要請されており，また基準設
定後の公表物である IASB（2007）では，全額資産計上が提案されていること
を確認した。そして，FASB（1974）および企業会計審議会（1999b）と，
IASB（1998）との会計基準の違いは，投資の意思決定に資する情報を提供す
べきという考えにもとづいて蓋然性をどの程度厳格にとらえるかにより，資産
として確実性が高いもののみを計上するかと資産を網羅的に計上するかという
資産の認識に関する基本思考の違いに帰着することを指摘した。さらに，この
ような基本思考の違いを生み出している背景には，投資家に役立つ情報提供と
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いう財務報告の目的に関する考え方の違いが存在することも述べた。
　では，以上のような研究開発費に関する会計処理が，株式報酬費用の未費消
分に関する会計処理にもたらすインプリケーションとはどのようなものであろ
うか。5. 3では，この点について検討する。
5. 3　株式報酬費用の未費消分に関する会計処理へのインプリケーション
5. 3. 1　検討結果
　４節および５節では，株式報酬費用の未費消分に関する会計処理，および研
究開発費に関する会計処理について検討した。そして，そこから導かれた検討
結果は，以下のとおりである。
　まず，研究開発費に関する議論においては，現金支出が存在するものの，研
究開発が成功し将来の経済的便益となりうる蓋然性に関する考え方の違いによ
り，異なる会計処理が規定されている。資産の認識と関連する会計領域は多岐
にわたるため，研究開発費に関する議論のみをもって断ずることはできないも
のの，研究開発費に関する議論にもとづくと，IASB，FASB，および企業会
計審議会（企業会計基準委員会）においては，投資家の予測に資する情報を提
供するという財務報告の目的については一致しているものの，実際に資産を認
識する際の蓋然性に関する考え方は，必ずしも一致していないと考えられる。
そして，この資産の認識に関する基本思考が基準設定主体間で異なるとの認識
のもとでは，現行ルールにて一致して規定されている株式報酬費用の未費消分
に関するオフバランス処理についても，再検討する余地があろう。
　そして，IASB（1998）および IASB（2007）のように，資産となりうる蓋
然性を緩やかにとらえ，資産をより網羅的に貸借対照表で計上することによ
り，投資家の企業価値に資する情報を提供することができるとの考えのもとで
は，現在オフバランス処理されている株式報酬費用の未費消分についても，前
払費用として資産計上されうる。また，研究開発費に関する IASB の議論を適
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用し，資産に関する蓋然性の程度について，IASB の会計基準間で整合性を保
とうとすれば，株式報酬費用の未費消分については，オンバランス処理が規定
されうるであろう。
　それに対して，FASB（1974）および企業会計審議会（1999b）のように，
資産の蓋然性の程度を厳格にとらえて資産の認識を制限するという考えのもと
では，ESO契約は付与日段階で確定的なコミットメントではなく資産として
の不確実性が高いと解されることから，株式報酬費用の未費消分はオフバラン
ス処理されうる。このオフバランス処理は，Miller and Islam（1988, 
para.4.23）における指摘を準用すると，単に入手可能な証拠により，付与日時
点において資産として認識するに足る確証が得られなかったにすぎず，株式報
酬契約が誤りであることや，株式報酬取引が将来の経済的便益を生み出さない
ことを意味するのではないと考えられる。また，研究開発費に関する FASB
および企業会計審議会の議論を適用し，資産となりうる蓋然性について，
FASBの会計基準間と，日本基準間でそれぞれ整合性を保とうとすれば，株式
報酬費用の未費消分については，オフバランス処理が規定されうるであろう。
5. 3. 2　投資家の予測に資する情報という視点からの検討
　このように，株式報酬費用の未費消分に関する議論は，投資家の予測に資す
る情報を提供するという目的のもと，資産となりうる蓋然性が問題の争点と
なっていると考えられる。では，投資家の予測に資する情報とは，どのような
ものを指すのであろうか。現行ルールの体系において，財務報告の主な目的は，
財務諸表作成者と投資家との間の情報の非対称性を緩和し，投資家の企業価値
評価に資する情報を提供することとされている（企業会計基準委員会 2006, １
章１項など）。投資家は，将来の不確実な成果を期待して現在保有している確
実なキャッシュフローを用いて投資を行い，また，投資を継続するか清算する
かという意思決定を継続的に行っているが，その期待については，会計情報（現
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在や現在までの事実）にてらして比較することにより随時改訂されることとな
る（斎藤 2007, 6-7; 斎藤 2010a, 6-7）。そのため，事実の要素と予測の要素と
の区分は困難を極めるものの，会計情報は，期待と比較し，その期待を改定す
るため，確実性の高いものが要求されると考えられる。
　ここで，開示された会計情報と企業価値評価との関係については，Beaver
（1981, 115）のリンケージがしばしば取り上げられる。このリンケージでは，
投資家の企業価値評価に資する情報提供という目的のもと，その評価には，将
来の配当に関する予測が必要となるが，将来配当の予測には将来の会計情報
（将来の利益）の予測が必要となり，将来の会計情報の予測には現在の会計情
報（現在の利益）の予測が必要となるとされる。すなわち，このリンケージの
もとでは，現在の利益情報が企業価値評価に役立つと考えられている（辻山
2004, 9-10; 辻山 2007a, 33）。実際，企業価値評価において現在しばしば知られ
ている割引配当モデル，フリーキャッシュフロー・モデル，および残余利益モ
デルでは，配当予測，将来のフリーキャッシュフロー，および将来利益の予測
値という将来のフローの割引現在価値で評価が行われている（辻山 2004, 9-10; 
辻山 2007a, 33）。
　さらには，近年，資産・負債を公正価格で評価した結果の正味額（純資産額）
が企業価値を代理するため，ストック情報は企業価値評価に有用であるとの見
解も存在する。しかし，そのような見解に対しても，現在のストック情報（資
産，負債や純資産）を厳密に測定したとしても，それらの測定値（公正価値）
は企業価値を代理しないとの反論が存在する（斎藤 2010b, 44-47）。それは，
以下のような論拠にもとづいている。事業にて使用される資産・負債について，
その結果は，資産・負債の売買ではなく，資産や負債を用いた財サービスが企
業外部で取引され現金または現金同等物に変換されてはじめて認識される。そ
のため，この事業において期待されている価値（のれん価値）は，個別資産・
負債の公正価値とは必ずしも連動していない企業固有のもとであるとされてい
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るのである（斎藤 2010b, 44-47）。そして，このような考えのもと，株式総額
には，オンバランスされている純資産額のほか，オフバランスされているこの
のれん価値が付け加わっていると考えられるため，単に資産・負債を公正価値
で評価しても企業価値を代理することにはならないと解されているのである。
　このような見解に立脚したうえで，投資家の予測に資する情報について検討
すると，以下のように考えられる。すなわち，①将来に関する予想形成と企業
価値評価は，投資家自身の責任で行われるべきものとの考えのもと，あくまで
過去の事実にもとづいた会計情報の提供が必要となること，②ここでの事実に
もとづいた会計情報とは主としてフロー情報を指し，現在のストック情報（資
産額，負債額や純資産額）は，これらを厳密に測定したとしても，企業価値を
直接的に評価することはできないことである。
　そして，このような議論を前提として，研究開発費に関する議論を検討する
と，IASB（2006）における，投資家の企業価値評価に資する情報を提供する
ため，その蓋然性に関係なく資産を網羅的に計上すべきという考え方は成り立
ちえず，IASB の議論から，研究開発費に関してオンバランス処理すべきとい
う議論は導出されえないと考えられる。また，研究開発費の資産計上は，情報
優位である経営者のシグナリングを表すため，オンバランス処理とオフバラン
ス処理との裁量をもたせるべきとの見解も一方で存在する。しかし，将来の期
待と比較しそれを改訂するための確実性の高い過去の情報が提供されるべきと
いう見解にもとづくのであれば，資産となりうる蓋然性や将来発現する期間な
どについて不確実であること，および，経営者自身の自己評価（シグナリング）
が信頼性に足る情報であるのかについても判断がつきにくいことなどから，即
時費用計上が導出されうるであろう（斎藤 2010a, 97）。
　さらに，これまでの議論に立脚して，以上の研究開発費に関する議論を援用
し，株式報酬費用の未費消分に関する議論についても検討すると，投資家の予
測に資する情報を提供するため，その蓋然性に関係なく資産を網羅的に計上す
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べきという考え方は成り立ちえず，株式報酬費用の未費消分についてもオンバ
ランス処理すべきであるという議論は，導出されえないと考えられる。また，
上記と同様，投資家自身の企業価値評価のため確実性の高い情報を提供しなけ
ればならないという見解にもとづくのであれば，付与日時点では契約が履行さ
れるかについて，また権利行使されるか権利が失効するかという最終的な帰結
についても不確実性が高い株式報酬取引においては，その費用の未費消分につ
いて，オフバランス処理が行われるべきとも考えられうるであろう。
６．おわりに─結論と今後の検討課題
6. 1　本稿の結論
　本稿では，1990年代以降の諸外国における先行研究等にて指摘されているよ
うに，ESO取引に関する会計処理は，貸借対照表における貸方の分類問題と
いう視点のみから自明に導出できるのかという問題意識のもと，株式報酬費用
の未費消分をめぐる会計処理について，検討を行った。そして，以下の３点を
指摘した。すなわち，（1）（前払）現金給与取引とESO取引における借方側の
会計処理を比較すると，報酬費用額が交換取引日に測定され，労働サービスの
費消にあわせて費用を配分するという点では一致しており，当期費消分に関す
る損益計算書上での処理については差異が見受けられないものの，交換取引日
（ESO取引における付与日）にオンバランス処理されるか否かという点で相違
点が存在すること，（2）株式報酬費用の未費消分に関する議論は，将来の経済
的便益が発生する蓋然性の程度が問題の争点となっていること，および（3）オ
ンバランス処理とオフバランス処理に関する議論を，将来の予測に資する情報
とは何かという観点から検討すると，株式報酬費用の未費消分については，オ
フバランス処理が導出されうること，である。
　まず，２節では，現金給与取引および ESO取引の現行ルールにおける借方
側に関する会計処理の共通点（交換取引日における報酬費用の測定，および勤
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務期間にわたる費用配分）と相違点（貸借対照表上への報酬費用の未費消分の
計上の是非），ならびに，ESO取引に関する会計基準では当初より現金給与取
引に関する現行ルールと異なる処理が考えられていたのかについて，取り扱っ
た。そして，（a）株式報酬費用の未費消分について，FASB（1993）では，費
用配分という観点に加え，資産の認識要件の充足という観点よりオンバランス
処理が提案されていたものの，FASB（1995）以降，現在のオフバランス処理
が規定され，その後議論されることなく，現行ルールに定着されるにいたって
いること，および，（b）費用配分の考え方に加え資産の認識要件が課された理
由としては，収益費用中心観にもとづいて利益計算を行う際，資産や負債の定
義に合致するか否かにより，収益および費用の期間配分において生じる恣意性
に歯止めをかけるという目的のもと，資産負債中心観が採用されたためという
点が挙げられることを確認した。さらに，オフバランス処理が定着した具体的
な論拠については，その後の会計基準において議論されておらず，必ずしも明
らかではないとの問題の所在を述べた。
　次に，３節では，株式報酬取引における報酬費用の未費消分に関する会計処
理について検討するに先立ち，現金給与取引において，報酬費用の未費消分が
どのように認識されるかについて確認した。そして，伝統的に，契約当事者の
少なくとも片方が契約を履行したことが契機となるとされるが，前払現金給与
取引においては，契約が締結され，労働サービスの提供に先立って，企業が報
酬（現金）を支払うことにより，交換取引日に企業によって契約が履行されて
いることから，交換取引日に，将来の経済的便益が発生する可能性が高いと解
される。そのため，報酬費用の未費消分は前払費用としてオンバランス処理さ
れることを指摘した。
　そして，４節では，３節における議論をベンチマークに，株式報酬費用の未
費消分に関する会計処理を検討した。そして，以下のことを確認した。①
ESOを単なる非金銭報酬と解せば，付与日に，従業員に非金銭報酬が支払わ
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れることにより，将来の経済的便益が発生する可能性が高いと考えられること
から，現金給与の場合と同様，前払費用が計上されうること，②それに対して，
ESOは報酬として付与日に支払われているものの，その中身は権利であると
解せば，ESO 取引は付与日時点で完全未履行契約であるため，また，③
FASB（1995）設定後，デリバティブ取引など，一部の完全未履行契約がオン
バランス化され，会計認識領域が拡大したとされるが，ESO取引では付与日
から権利確定日にいたるまで確定的なコミットメントは存在しないと考えられ
るため，付与日時点では将来の経済的便益が発生する可能性が低いと解され，
オンバランス処理が否定されることである。
　５節では，ESO取引に関する現行ルール以外にも，資産となりうる蓋然性
の程度に関する見解の違いにより異なる会計処理が規定されている現行ルール
として，研究開発費に関する会計処理を取り上げた。そして，将来の経済的便
益が発生する蓋然性の程度が問題の争点となっている株式報酬費用の未費消分
に関する議論について，将来の予測に資する情報とは何かという観点から検討
すると，保守的な会計思考のもと，付与日時点では将来の経済的便益が発生す
るか不確実である株式報酬取引については，オフバランス処理が行われるべき
と考えられうることも指摘した。
6. 2　今後の検討課題
　次に，結論より生じた今後の検討課題を抽出する。第１に，本稿の２節では，
現金給与取引および ESO取引の現行ルールにおける借方側に関する会計処理
の共通点と相違点を整理したが，本稿で取り扱ったのはこのうちの相違点のみ
である。米山（1999）では，退職給付における配分手続（退職支給総額の勤務
費用と利息費用への割当方法，割引現在価値による測定，および，退職給付に
係る見積もりの修正）は，その他の局面（事業用資産における配分手続など）
で要請されるルールと首尾一貫しているのかという点について，検討を行って
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いる。そこで，米山（1999）も参考にしつつ，このような視点から ESO取引
に関する会計処理が導出されうるのか，また，導出しうる場合にはどのような
会計処理が導出されうるのかについて検討を行う。これが，今後の検討課題の
１つめである。
　第２に，本稿では，収益費用中心観と資産負債中心観との関係を相互補完的
なものとして取り扱った。しかし，辻山（2007a, 34-35）などでも指摘されて
いるように，近年，収益費用中心観と資産負債中心観との関係は，相互排他的
なものとして捉えられることがある。すなわち，資産および負債を収支額とは
切り離して（公正価値を用いて）測定し，その差額により利益を測定するとい
う考え方である。IASB（2009）では，ESO取引に関する他の主要な現行ルー
ルであるFASB（2004）および企業会計基準委員会（2005）とは異なり，株式
報酬費用を労働サービスの公正価値にもとづいて直接測定するという方法が原
則処理として規定されている。このような原則処理が規定されている論拠とし
ては，資本は純資産（＝資産－負債）の変動から生じるという考えのもと，現
金出資のケースでは，資本額は対価額（現金価額）により測定されることから，
ESOのケースにおいても，資本額は対価額（労働サービスの公正価値）によ
り測定されるべきと考えられているためであるとされている（IASB 2009, 
para.BC64）。
　この IASB（2009）においては，労働サービスの公正価値は通常測定不可能
であるため，費用額の測定については ESOの価額にもとづいて測定するとい
う代替処理が適用されるべきとされ，原則処理に関する具体的な会計処理につ
いては明示されていない。しかし，このような純資産の変動により収益・費用
をとらえる会計処理方法は，「顧客との契約における収益認識についての予備
的見解」（IASB 2008c）において提案された現在出口価値モデルにもみられる。
そこで，IASB（2009）における原則処理について，（A）労働サービスの公正
価値による測定が可能であれば，どのような会計処理が考えられうるのか，
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（B）この会計モデルは測定可能性の要件を充足することができれば，FASB，
IASB，および企業会計基準委員会におけるフレームワークなどとも整合する
会計モデルであるのか，（C）それはなぜかという点について検討を行う。これ
が，今後の検討課題の２つめである。
　第３に，４節では，ESO契約とはどのような性質を有する契約か，特に付
与日時点において完全未履行契約か否かという点について検討を行った。ESO
契約とはどのような性質を有する契約かという点については，税法上において
も議論され，権利行使益が一時所得か給与所得かという論点とも関連している
と考えられる。そこで，①税法上，ESO契約がどのように考えられているのか，
② ESO契約に関する解釈の違いにより，税法上における権利行使益の取扱い
についてどのような違いが生じているのかについて，検討を行う。これが，今
後の検討課題の３つめである。
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